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人
件
費

　

英
語
教
育
充
実
を
図
る
た
め
、

外
国
語
指
導
助
手
２
人
を
新
た
に

雇
用
し
ま
す
が
、
職
員
数
が
前
年

度
比
14
人
減（
再
任
用
職
員
除
く
）

と
な
る
こ
と
か
ら
、
人
件
費
全
体

で
は
、
前
年
度
比
約
２
千
９
百
万

円
減
額
の
約
22
億
７
千
３
百
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

扶
助
費

　

私
立
保
育
園
運
営
委
託
料
（
認

定
子
ど
も
園
給
付
費
含
む
）
が
保

育
士
処
遇
改
善
に
よ
る
公
定
価
格

の
増
額
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
比

約
３
千
９
百
万
円
増
額
の
約
23
億

３
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

普
通
建
設
事
業
費

　

補
助
対
象
事
業
は
各
種
社
会
資

本
整
備
総
合
交
付
金
事
業
、
道
の

駅
建
設
事
業
な
ど
に
よ
り
増
額
、

市
単
独
事
業
は
海
洋
セ
ン
タ
ー
改

修
工
事
、
ホ
ワ
イ
ト
ザ
ウ
ル
ス
再

整
備
工
事
な
ど
が
減
額
と
な
り
、

普
通
建
設
事
業
費
全
体
で
は
、
前

年
度
比
約
７
千
９
百
万
円
減
額
の

約
15
億
３
千
３
百
万
円
と
な
り
ま

し
た
。

物
件
費

　

嘱
託
・
臨
時
職
員
の
賃
金
は
、

人
事
院
勧
告
お
よ
び
最
低
賃
金
の

引
き
上
げ
に
よ
り
、
増
額
と
な
り

ま
し
た
。

　

委
託
料
は
、
福
井
し
あ
わ
せ
元

気
国
体
の
運
営
に
か
か
る
業
務
、

Ｕ
・
Ｉ
タ
ー
ン
施
策
と
し
て
取
り

組
む
ふ
る
さ
と
勝
山
回
帰
事
業
お

よ
び
映
像
作
成
事
業
、
ふ
る
さ
と

納
税
拡
充
に
伴
う
業
務
委
託
な
ど

に
よ
り
大
幅
な
増
額
と
な
り
ま
し

た
。

　

物
件
費
全
体
で
は
、
前
年
度
比

約
１
億
５
千
５
百
万
円
増
額
の
16

億
６
千
４
百
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

補
助
費
等

　

勝
山
市
観
光
ま
ち
づ
く
り
株
式

会
社
へ
の
補
助
金
、
地
域
農
業
確

立
に
向
け
た
集
積
協
力
金
な
ど
が

減
額
と
な
り
ま
し
た
が
、
ふ
る
さ

と
納
税
拡
充
に
伴
う
返
礼
品
、
特

色
あ
る
地
域
づ
く
り
を
目
指
す
地

域
力
向
上
事
業
補
助
金
な
ど
が
増

額
と
な
り
、
前
年
度
比
約
２
千
１

百
万
円
増
額
の
約
13
億
８
千
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

「小さくてもキラリと光る
　　  誇りと活力に満ちた　特別会計名 予算額 増減比（％）

育 英 資 金 会 計 4,730万円 0.6

下水道事業会計 7億5,670万円 －20.1

農 業 集 落 排 水
事 業 会 計 1億6,865万円 9.7

簡 易 水 道 事 業
会 計 ― 皆減

国 民 健 康 保 険
会 計 24億2,117万円 －20.5

後期高齢者医療
会 計 3億2,986万円 8.0

介 護 保 険 会 計
保 険 事 業 勘 定 27億4,758万円 －1.8

介護保険会計介護
サービス事業勘定 980万円 －4.9

市有林造成事業
会 計 8,128万円 13.1

企業会計名 予算額 増減比（％）

水 道 事 業 会 計 7億5,895万円 －11.7

特別会計

企業会計

平成平成平成平成平成平成平成平成3030303030303030年度年度年度年度年度年度年度年度 予予予予予予予予算特算特算特算特算特算特算特算特集集集集集集集集

一般会計歳出

人件費
22億7,261万円

扶助費
23億
  2,990万円

公債費
10億6,741万円

物件費
16億6,354万円

補助費等
13億
 7,975万円

積立金・貸付金
4億1,038万円

繰出金
12億
　 7,891万円

維持補修費
1億9,662万円

普通建設事業・災害復旧費
15億3,437万円

22億7,261

扶
2
  

費
4万円

円 業務的
経費
46.7％

投資的
経費
12.7％

その他
経費
40.6％

歳　

出
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平
成
平
成
3030
年
度
年
度  

勝
山
市
の
当
初
予
算

勝
山
市
の
当
初
予
算

　

平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
予
算

総
額
は
、
前
年
度
比
約
２
千
９
百

万
円
減
額
の
約
１
２
１
億
３
千
３

百
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

　

市
で
は
、
地
方
創
生
の
実
現
に

向
け
た
「
勝
山
市
地
方
創
生
総
合

戦
略
」
お
よ
び
「
第
５
次
勝
山
市

総
合
計
画
（
改
訂
版
）」
の
目
標

達
成
に
向
け
た
施
策
に
重
点
配
分

し
つ
つ
、
効
率
的
な
行
財
政
シ
ス

テ
ム
構
築
を
目
指
し
予
算
配
分
を

行
い
ま
し
た
。

市　

税

　

市
民
税
は
、
個
人
市
民
税
が
前

年
度
に
比
べ
若
干
の
増
額
、
法
人

市
民
税
が
前
年
度
決
算
推
計
か
ら

減
額
の
見
込
み
と
な
り
、
前
年
度

と
ほ
ぼ
同
額
を
見
込
み
ま
し
た
。

　

固
定
資
産
税
は
、
大
手
企
業
な

ど
の
設
備
投
資
増
加
に
伴
い
償
却

資
産
分
が
増
額
、
評
価
替
に
よ
り

家
屋
分
が
減
額
の
見
込
み
と
な

り
、
前
年
度
よ
り
減
額
の
見
込
み

で
す
。

　

そ
の
他
、
軽
自
動
車
税
は
平
成

28
年
度
か
ら
の
税
率
改
正
に
よ
り

増
額
、
市
た
ば
こ
税
は
販
売
本
数

の
減
に
よ
り
減
額
、
入
湯
税
も
入

湯
者
数
の
減
に
よ
り
減
額
の
見
込

み
で
す
。

　

市
税
全
体
で
は
、
前
年
度
比
約

３
千
万
円
減
額
の
約
28
億
３
千
２

百
万
円
を
見
込
み
ま
し
た
。

地
方
交
付
税

　

国
の
計
画
で
は
、
地
方
交
付
税

の
総
額
は
20
兆
円
と
前
年
度
か
ら

４
千
億
円
の
減
額
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　

当
市
の
地
方
交
付
税
は
、
国
の

算
定
基
準
の
変
更
な
ど
に
よ
る
普

通
交
付
税
の
大
幅
な
減
額
、
特
別

交
付
税
の
減
額
を
見
込
み
、
前
年

度
比
約
８
千
５
百
万
円
減
額
の
約

38
億
３
千
万
円
を
見
込
み
ま
し

た
。

繰
入
金

　

福
井
し
あ
わ
せ
元
気
国
体
・
大

会
開
催
、
道
の
駅
建
設
な
ど
で
大

幅
に
増
額
と
な
り
ま
し
た
が
、
人

件
費
、
公
債
費
の
減
額
に
加
え
、

国
の
財
政
措
置
の
確
保
に
努
め
、

繰
入
金
全
体
で
は
前
年
度
比
約
２

億
４
千
２
百
万
円
減
額
の
２
億
５

０
４
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

財
政
調
整
基
金
の
平
成
30
年
度

末
残
高
は
約
７
億
１
千
２
百
万
円

の
見
込
み
で
す
。

ふるさと勝山」を目指して

一般会計歳入

市税
28億3,184万円

地方交付税
38億3,000万円

国庫支出金
14億
　9,576万円

県支出金
11億7,978万円

分担金・負担金・使用料・手数料
2億1,574万円

財産収入・寄付金・繰入金・繰越金
3億2,972万円

諸収入
5億1,391万円

各種交付金
4億9,424万円

地方譲与税
1億4,400万円

市債
 10億
    9,850
          万円

市税の内訳

個人市民税
36.5%

固定資産税
42.1%

法人
市民税
7.2%

その他
14.2%

28億3,18

円

金
8万円

      万円        

自主財源
32.1％

依存財源
67.9％

一
般
会
計
は

前
年
度
比
０
・
２
％
減
の

約
１
２
１
億
３
千
３
百
万
円

歳　

入


